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緊急速報メールによる
洪水情報の提供

1

※「河川・気象情報の改善に関する検証報告書 概要（令和2年3⽉） 河川・気象情報の改善に関する検証チー
ム」より、事務局にて編集し、情報共有を⾏う。



緊急速報メールによる洪水情報の提供
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○ 国⼟交通省では、洪⽔時に住⺠の主体的な避難を促すため、H28.9から緊急速報メールを活⽤した洪
⽔情報（新宮川⽔系国管理区間）のプッシュ型配信を⾏っている（配信先は三重県紀宝町、令和2年
6⽉より新宮市も追加）

○ 令和元年度より緊急速報メールの配信⽂章について統⼀化を図ったが、メール⽂が⻑く、重要な情報
がわかりづらいなど、住⺠の避難⾏動に⼗分に活⽤されていない可能性があった。このため、情報を
絞り込み、重要な情報を⽂頭に記載するなど、短い⽂章で危機感が的確に伝わるよう⽂章の⾒直しを
図った（令和2年6⽉〜）
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○ 誤配信を防ぐため、河川事務所が⽂案作成後に地⽅整備局が内容を確認した上で緊急速
報メールを配信していたが、複数河川の⽔位上昇により、⼿続きが重なり配信できない
場合があった。

○ このため、河川事務所が直接配信できるよう⼿続き・システムを変更した（令和2年6⽉
〜 ）。

緊急速報メールによる洪水情報の提供

※河川・気象情報の改善に関する検証報告書 概要（令和2年3⽉） 河川・気象情報の改善に関する検証チーム
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堤防決壊・越水等の確認について



洪水時における情報発信状況と課題と対応状況
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○ 河川監視カメラの死⾓や夜間に発⽣した決壊・越⽔等の確認が困難であった。また、浸⽔等による通
⾏⽌めにより現地に近づくことができず、巡視員等による決壊・越⽔等の確認も困難であった。

○ 河川監視カメラ、⽔位計の増設等により洪⽔監視体制の強化するとともに、越⽔・決壊等検知セン
サーやAIカメラによる越⽔検知等の技術開発を進めている。

○ 河川監視カメラの画像や⽔位情報は、川の⽔位情報（https://k.river.go.jp）よりリアルタイムに閲覧す
ることが可能であり、令和元年には新たに熊野川の相筋、北檜杖にカメラを追加し運⽤している。

 河川の現在の状
況や⽔位状況を
リアルタイムに
閲覧可能

相筋

北檜杖

３
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避難の理解向上キャンペーン
について

※「令和元年台⾵第19号等を踏まえた⽔害・⼟砂災害からの避難のあり⽅について（報告） 令和2年3⽉
（中央防災会議防災対策実⾏会議」より、事務局にて編集し、情報共有を⾏う。



避難行動における課題
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 ハザードマップの認知、活⽤不⾜
• 洪⽔による死者のうち7割弱が浸⽔想定区域の範

囲内で犠牲
• 住⺠ウェブアンケートでは、約半数が「ハザード

マップ等を⾒たことがない」⼜は「⾒たことがあ
るが避難の参考にしていない」と回答

 警戒レベル4の「避難勧告」及び「避難指⽰（緊
急）」の意味が正しく理解されていない

• 住⺠ウェブアンケートでは、避難勧告及び避難指⽰（緊急）両⽅の意味
を正しく理解していたのは17.7%

 「全員避難」や「命を守る最善の⾏
動」の趣旨が住⺠に伝わっていない

• 住⺠ウェブアンケートでは、約4割の⼈が「全員
避難」を「災害の危険がないところにいる⼈も避
難する必要がある」と回答

 豪⾬時の外出リスクが認識されていない
• 台⾵第19号の犠牲者のうち約６割が屋外で被災、うち半数以上が⾞での

移動中。出退勤途中の⼈も含まれていた。

対応策の⼀つとして・・・
避難⾏動を促す普及啓発活動

【避難の理解⼒向上キャンペーン】を全国で展開。

 ⾼齢者や障害者等の避難に課題
• 台⾵第19号の死者（84名）の65%が65歳以上の⾼齢者
• ⾃宅での死者（34名）のうち79%が⾼齢者



• 避難とは「難」を「避」けること（安全を確保すること）
• 安全な親戚・知⼈宅も「避難先」
• 警戒レベル４は「危険な場所から全員避難」
－避難勧告は、避難に必要な時間を考慮して発令されるもの避難勧告のタイミングで避難
－避難指⽰（緊急）は緊急的⼜は重ねて避難を促す場合に発令されるもの（必ず発令されるものではない）

• 警戒レベル５は既に災害が発⽣、無理な屋外避難は控える

避難の理解向上キャンペーン
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【実施内容】
① 市町村から、ハザードマップや避難⾏動の理解促進のためのチラシを各⼾に配布・回覧。
② ⽔害・⼟砂災害リスクのある地域の⼩・中学校で、災害リスクや避難⾏動判定フローを確認。
③ 病院・福祉施設の施設管理者が所在地の災害リスクを確認。
④ 福祉関係者等が⾼齢者・障害者宅訪問時、災害リスク等を本⼈と確認。 等

避難⾏動促進のための対応策、【避難の理解⼒向上キャンペーン】

ポイント

R2・出水期まで



避難の理解向上キャンペーン
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避難の理解向上キャンペーン
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大雨特別警報の警報への切替時の
洪水予報の発表

※「河川・気象情報の改善に関する検証報告書 概要（令和2年3⽉） 河川・気象情報の改善に関する検証チー
ム」より、事務局にて編集し、情報共有を⾏う。

※「事務連絡 ⼤⾬特別警報の警報等への切替時に発表する河川氾濫に関する情報の当⾯の運⽤について（令和2
年6⽉29⽇）」を事務局にて編集し、情報共有を⾏う。



大雨特別警報解除後の注意喚起の必要性
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○ 久慈川において、１３⽇午前２時２０分に⼤⾬特別警報が解除され、３時間後の午前５時
２０分に、新たに氾濫発⽣情報を発表。同様に、吉⽥川、阿武隈川、⽯⽥川、蛇尾川、都
幾川、越辺川、千曲川の７河川で⼤⾬特別警報解除後に氾濫発⽣情報を発表している。

○ ⼤⾬特別警報解除後の洪⽔への注意喚起のあり⽅や、⽔位予測情報提供の充実が課題。



大雨特別警報解除後の注意喚起の必要性
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○ 台⾵第19号では、⼤⾬特別警報の「解除」を安⼼情報と捉えた住⺠が⾃宅に戻った後に、
上流部に降った⾬が下流部に流下し、時間がたってから氾濫が発⽣した。
⇒⼤⾬特別警報の解除後も引き続き⼤河川の洪⽔に対する警戒が必要であることが
⼗分伝わっていない



大雨特別警報解除後の洪水への警戒呼びかけの改善
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○ ⼤⾬特別警報解除後の洪⽔への警戒を促すため、特別警報の解除を警報への切替と表現す
るとともに、警報への切替に合せて、最⾼⽔位の⾒込みや最⾼⽔位となる時間帯などの今
後の洪⽔の⾒込みを発表。

○ 警報への切替に先⽴って、本省庁の合同記者会⾒等を開催することで、メディア等を通じ
た住⺠への適切な注意喚起を図るとともに、SNSや気象情報、ホットライン、JETTによ
る解説等、あらゆる⼿段で注意喚起を実施

○ 引き続き、避難が必要とされる警戒レベル4相当が継続。なお、特別警報は警報に切り替
え・・・』と伝えるなど、どの警戒レベルに相当する状況か分かりやすく解説。



近畿管内洪水予報指定河川における洪水予報（臨時）について
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○ 洪⽔予報指定河川の予報区域ごとに定めた河川事務所等と気象台等が、共同で発表する。
伝達先は通常の洪⽔予報と変わらず、FAX、メール等を活⽤して伝達する。

○ ⼤⾬特別警報が発表されている府県予報区において、特別警報が警報等へ切り替えられる際に、国管理河川の予報
区域において想定する氾濫域がその府県予報区に含まれる場合、速やかに発表する。

○ すべての国管理河川のうち、洪⽔予報を発表している予報区域を対象とする。
※ただし危険な状況を脱したと判断される場合は対象としないこととしてよい。

○ 発表中の洪⽔予報を踏まえ、⼤⾬特別警報が警報等に切り替えられた後にも、河川氾濫の危険が迫っていることを
広く周知する。

○ 発表形式については、関係する気象台と協議し、予報区域毎の発表形式を準備する。

近畿地方府県予報区（例）

気象庁HPより
熊野川下流洪⽔（ 随 時）様式イメージ（ 様式1）


